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－59 （　  ）－
「原発事故賠償金」と所得課税
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－100 （     ）－
定できる場合は，「課税資産の譲渡等の対価の額」に算入しなければならない旨を詳細に論
じたものとして，吉村典久「消費税の課税要件としての対価性についての一考察－対価性の
要件と会費・補助金」金子　宏編『租税法の発展』（有斐閣，2010年）396頁以下。
（64）消費税法基本通達5-5-2の規定も参考になる。「予約の取消し，変更等に伴って予約を受
けていた事業者が収受するキャンセル料，解約損害金等は，逸失利益等に対する損害賠償金
であり，資産の譲渡等の対価に該当しないが，解約手数料，取消手数料又は払戻手数料等を
対価とする役務の提供のように，資産の譲渡等に係る契約等の解約又は取消し等の請求に応
じ，対価を得て行われる役務の提供は，資産の譲渡等に該当することに留意する。
　　例えば，約款，契約等において解約等の時期にかかわらず，一定額を手数料等として授受
することとしている場合の当該手数料等は，解約等の請求に応じて行う役務の提供の対価に
該当する。
　　なお，解約等に際し授受することとされている金銭のうちに役務の提供の対価である解約
手数料等に相当する部分と逸失利益等に対する損害賠償金に相当する部分とが含まれている
場合には，その解約手数料等に相当する部分が役務の提供の対価に該当するのであるが，こ
れらの対価の額を区分することなく，一括して授受することとしているときは，その全体を
資産の譲渡等の対価に該当しないものとして取り扱う」。
（65）新村・前掲注（13）148頁。
（66）2013年7月19日日本弁護士連合会「福島第一原子力発電所の事故により東京電力株式
会社から支払われる損害賠償金の非課税立法に関する提言（http://www.nichibenren.or.jp/
library/ja/opinion/report/data/2013/opinion_130719_4.pdf）」。
　　また，非課税立法措置について，既に原発事故賠償金を受領して税金を納付した被害者に
対して遡及して適用すべきであるという論点も，上記提言には書かれてある。その点につき
本稿では検討を行えなかった。
（67）被害実態に遠い原発事故賠償金の問題点については，吉村良一「総論－福島第一原発事
故被害賠償をめぐる法的課題」法律時報86巻2号（2014年）55頁以下，除本理史「『ふるさ
との喪失』被害とその救済」法律時報86巻2号（2014年）68頁以下，除本理史「原子力損
害賠償紛争審査会の指針で取り残された被害は何か－避難者・滞在者の慰謝料に関する一考
察－」経営研究（大阪市立大学経営学会編）（2014年）1頁以下参照。また，東京電力に直
接請求して，「東京電力のいいなり」の損害賠償金を受け取っている現状・問題点について
は，丸山輝久「原発事故損害賠償請求における法テラスの役割と課題」総合法律支援論叢4
号（2014年）74頁以下参照。
（68）新村・前掲注（13）148頁では，以下のように述べられている。「原発事故が天災ではな
く人災だとすれば，被災者は憲法が保障する財産権と生存権とを侵害されたとはいえない
か。それらを奪われた苦痛は筆舌に尽くしがたく，東京電力から支払われる損害賠償金等の
性格は，このような憲法上の権利侵害に対する慰謝料的な要素も含まれていることを考えれ
ば，原理原則だけではなく柔軟な対応も求められよう」。本稿では上記ほど大事にせず，法
的一貫性の観点から，非課税取り扱いが求められるということにしたい。
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